
　　消費税率（国・地方）が、平成２６年４月１日に５％から８％へ引き上げられたことに伴い、消費税収

（現行分の地方消費税を除く。）については、その使途を明確にし、社会保障財源化することとされてお

り、地方公共団体においても、地方消費税収の引き上げ分をすべて社会保障施策に要する経費に充

てるものとされています。

　　以上の趣旨を踏まえ、令和２年度長万部町一般会計決算における地方消費税市町村交付金（社

会保障財源化分）の社会保障施策経費への充当状況について、下記のとおり報告します。

記

（歳入） 市町村交付金（社会保障財源化分）

（歳出） 社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費

【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費】

引上げ分の
地方消費税

（社会保障財源
化分の市町村
交付金）

174,032 119,513 9,976 44,543

心身障害者特別対策費 174,032 119,513 9,976 44,543

69,254 413 8,370 3,970 56,501

社会福祉総務費 3,406 195 3,211

老人福祉総務費 37,251 413 8,304 2,135 26,399

地域会館等管理費 448 66 26 356

その他 28,149 1,614 26,535

206,546 73,734 0 7,146 11,841 113,825

一般管理費 5,940 341 5,599

社会福祉総務費 5,485 859 314 4,312

心身障害者特別対策費 4,714 270 4,444

児童福祉総務費 6,553 376 6,177

児童措置費 183,258 72,875 7,146 10,505 92,732

公債費 517 30 487

その他 79 5 74

31,723 2,201 1,818 27,704

社会福祉総務費 15,690 2,201 899 12,590

労働諸費 50 3 47

その他 15,983 916 15,067

481,555 195,861 15,516 27,605 242,573

高齢者福祉事業

令和２年度長万部町一般会計決算における地方消費税市町村交付金（社
会保障財源化分）が充てられる社会保障４経費その他社会保障施策に要す
る経費について

７２,２５５千円

１,２６０,４４３千円

（単位：千円）

事業名 経費

財　　源　　内　　訳

特定財源 一般財源

国道支出金 地方債 その他 その他

社会福祉

障害者福祉事業

児童福祉事業

社会福祉事業

小　　計



【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費】

引上げ分の
地方消費税

（社会保障財源
化分の市町村
交付金）

（単位：千円）

事業名 経費

財　　源　　内　　訳

特定財源 一般財源

国道支出金 地方債 その他 その他

77,290 32,414 0 4,431 40,445

社会福祉総務費 77,290 32,414 4,431 40,445

106,053 24,408 0 6,080 75,565

後期高齢者医療費 106,053 24,408 6,080 75,565

157,673 10,333 0 9,039 138,301

老人福祉費 157,673 10,333 9,039 138,301

341,016 67,155 0 19,550 254,311

24,167 6,283 396 1,385 16,103

心身障害者特別対策費 15,322 4,100 99 878 10,245

ひとり親家庭福祉費 4,633 723 104 266 3,540

児童福祉総務費 4,212 1,460 193 241 2,318

397,540 22,789 374,751

保健衛生総務費 2,540 146 2,394

病院事業費 395,000 22,643 372,357

16,165 1,161 904 926 13,174

一般管理費 39 2 37

老人福祉センター施設費 39 2 37

児童措置費 39 2 37

保健衛生総務費 20 1 19

予防費 15,627 1,161 904 896 12,666

公園費 39 2 37

常備消防費 117 7 110

学校管理費 107 6 101

社会教育総務費 130 7 123

その他 8 1 7

437,872 7,444 1,300 25,100 404,028

1,260,443 270,460 16,816 72,255 900,912

医療給付事業

社会保険

国民健康保険事業

後期高齢者医療事業

介護保険事業

小　　計

保健衛生

医療確保事業

疾病予防対策事業

小　　計

合　　計


